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2024年度 現代政治経済研究所 研究部会申請要領 
現代政治経済研究所 

１．研究内容 

本研究所の目的に沿い、斬新で独創的な内容の共同研究であることを望む。 

２．応募資格 

申請者（部会主任）は、兼任研究所員であることとする。 

それ以外の要件については、以下の表を参照すること（2023年第3回運営委員会にて内規改定が承認さ

れ、以下の運用に変更となったため留意すること）。 

 

①一般部会 

項目 規定内容 

申

請

条

件 

外部資金

申請 

以下のいずれかの場合 

・翌年度の 4月から 1年以内に外部資金に申請すること。 

・申請時に外部資金応募中であること。 

  申請がなかった場合は理由書の提出を求める。 

学生参加 政治経済学術院の博士課程に所属する学生の参加が望ましい。 

成果物 年１本以上の成果物（外部に公開しているもの）を提出すること。 

活動記録 年間活動記録を提出すること（外部資金の申請状況の報告を含む）。 

助成 最大 20万円 

募集時期 毎年 12月ごろに実施する（助成の付与は翌年度 4月以降に行う）。 

継続年数 

・ 申請予定年度 1年のみとする。 

・ 結果として外部資金に不採択で、再度当該外部資金に申請を予定する場合

はあらためてその翌年度の一般部会に申請を行う。 

人数 兼任研究所員 2名以上から構成されていること。 

 

②外部資金部会（助成あり） 

項目 規定内容 

申請

条件 

外部資金 

申請 
外部資金を獲得済みであること（一般部会を経ていたかは問わない）。 

学生参加 政治経済学術院の博士後期課程に所属する学生が参加すること。 

成果物 年１本以上の成果物（外部に公開しているもの）を提出すること。 

活動記録 年間活動記録を提出すること。 

助成 最大 20万円 

募集時期 毎年 12月ごろに実施する（助成の付与は翌年度 4月以降に行う）。 

継続年数 

特に期限を設けないが、毎年度継続申請を行うこととする。 

予算に制限があるため、部会数の状況によっては、運営委員会での判断によ

り助成なしの部会に移動する、もしくは継続を認めないことがある。  

人数 兼任研究所員２名以上から構成されていること。 
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③外部資金部会（助成なし） 

項目 規定内容 

申

請

条

件 

外部資金 

申請 
外部資金を獲得済みであること（一般部会を経ていたかは問わない）。 

学生参加 政治経済学術院の博士後期課程に所属する学生の参加が望ましい。 

成果物 年１本以上の成果物（外部に公開しているもの）の提出が望ましい。 

活動記録 年間活動記録を提出すること。 

助成 なし 

募集時期 常時申請を受け付ける。 

継続年数 特に期限を設けないが、毎年度継続申請を行う。  

人数 兼任研究所員１名以上から構成されていること。 

 

３．申請方法 

①Forms(リンクは募集案内メールに記載)に必要事項を記入する。 

②研究所所定の｢外部資金要件確認書｣・｢研究部会参加者リスト｣に該当事項を記入する。また、部会

と同じ研究テーマで外部資金に応募中かつ採択前である（一般部会の場合）、あるいは、外部資金

に採択済み（継続申請中や期間延長契約手続き中も含む）である（外部資金部会の場合）ことがわ

かる証憑の写しを添付のうえ提出する。 

③特別研究所員・研究協力者のうち、学外者は履歴書（指定書式）をあわせて提出する。ただし、

2020年度以降に現政研に履歴書を提出したことがある学外者は提出不要とする。なお、性別欄の記

入は必須ではなく、未記入の場合に嘱任について不利益となることはない。 

④申請書類の提出締切日は、２０２４年１月１９日（金）とする。（締切日厳守） 

４．研究所員の種類と構成 

兼任研究所員－政治経済学術院を本属とする専任教員のうち政治学研究科および経済学研究

科を主に担当する者、政治経済学術院を本属とする専任教員から所長が推薦

し運営委員会が認めた者。または、政治経済学術院以外を本属とする専任教

員から所長が推薦し運営委員会が認めた者。 

特別研究所員－本学の非常勤講師、助教、助手、名誉教授、他大学の非常勤講師以上の者、日本学術

振興会特別研究員(PD)またはこれと同等と認められる者。 

研究協力者－本学の大学院博士後期課程の学生またはこれと同等以上の者。 

（年齢が満70歳を超える者であっても業績が顕著であり当該研究に欠かすことができ

ない者を含む） 

・部会責任者である部会主任は、本研究所の兼任研究所員であることを原則とする。 

５．部会参加制限 

一般部会への兼任研究所員としての参加は２部会までとする。 

 ６．選定・採択 

２月の運営委員会にて決定する。 

                                                                           以 上 


